
  

中運局公示第２４６号 

      

 

公          示 

 

 

個人タクシー事業の許可申請書等の様式及び添付書類等について 

 

 

 個人タクシー事業（道路運送法第４条に基づく許可を受けた個人のみが自動車を運

転することにより事業を行うべき旨の条件の付された一般乗用旅客自動車運送事業。

以下「個人タクシー」という。）の許可申請書、譲渡譲受認可申請書、相続による事業

継続認可申請書、死亡届出の様式及び添付書類並びにヒアリングの際に持参すべき挙

証資料について、次のように定めたので公示する。 

 

 平成１４年１月１８日 

 

 

                中部運輸局長  津野田 元直 

 

 

Ⅰ．許可（「個人タクシー事業の申請に対する審査基準について」（平成１４年１月１

８日付け中運局公示第２４４号。以下「審査基準」という。）Ⅰ．の場合） 

  １．許可申請書の様式及び添付書類等 

(１) 許可申請書の様式 

別紙様式１のとおり 

(２) 添付書類等 

① 戸籍抄本 

② 自己資金の確保に関する挙証資料 

預貯金通帳、証券類、その他申請日時点において事業開始のための資金

が確実に自己資金により調達可能なことを証明できるもの 

なお、ヒアリングの際に申請日以降常時資金が確保されていることが証

明できる書面の提出を求める。 

③ Ⅰ．２．（１）～（９）・（１１）に記載する挙証資料 

④ 個人タクシー試験合格者証の写し 

   



  

  ２．ヒアリングの際に持参すべき挙証資料（申請時に提出があったものを除く。） 

(１) 住民票 

(２) 自動車運転免許証 

(３) 運転経歴に関する挙証資料 

採用年月日等が明記されている雇用主（代表者）からの在職証明書（別紙様

式２） 

また、自動車運送事業用自動車以外の運転を職業とした期間のある者にあ

っては、在職中における厚生年金等の加入期間を証明するもの、当該雇用主

の事業概要が明らかとなる書面 

(４) 自己資金の確保に関する挙証資料 

預貯金通帳、証券類、その他事業開始のための資金が確実に自己資金によ

り調達可能なことを証明できるもの 

(５) 営業所（住居）の確保に関する挙証資料 

① 自己所有の場合は登記簿謄本、借入の場合は賃貸借契約書 

② 申請する営業所（住居）の玄関（１枚）及び側面（１枚）から撮影したもの

で、建物の状況（内部を含む。）が判明できる写真 

(６) 事業用自動車の確保に関する挙証資料 

購入の場合には、購入契約書（許可を前提とする仮契約書又は購入を前提

とする見積書を含む。）、リース車両については、リース契約書（許可を前提と

する仮契約書又は契約を前提とする見積書を含む。） 

(７) 自動車車庫の確保に関する挙証資料 

① 自己所有の場合は登記簿謄本、借入の場合は賃貸借契約書（許可を前提とす

る仮契約書を含む。） 

② 申請する自動車車庫の位置を正面（１枚）及び側面（１枚）から撮影したも

ので、出入口及び隣接する当該自動車車庫以外の区域との区分が判明でき

る写真 

③ 前面道路が私道の場合にあっては、原則として当該私道の通行に係る使用

権原を有する者の通行承諾書 

ただし、所有者不明等の事情により取得が困難といった事情がある場合 

は承諾書の取得に代えて、取得できない理由及び所有者の異議申立てがあ 

った場合については、新たな車庫を確保する旨を記載した書面の提出でも 

可能とする。  

(８) 健康診断書   

公的医療機関等の医療提供施設において、胸部疾患、心臓疾患及び血圧等

について医師の診断を受けたことを証する書面及び営業の支障の有無に係る

医師の所見が記載されたもの（別紙様式３） 

(９) 運転に関する適性診断票等 

自動車事故対策機構等が発行する運転に関する適性診断票又は受診証明書 



  

(１０) 運転記録証明書等 

自動車安全運転センターが発行する運転記録証明書又は無事故無違反証明

書 

ただし、「審査基準」別表２の申請時の年齢がＡ．の場合は無事故無違反証

明書に限る 

(１１) その他、挙証資料については、公示したもの以外でも必要に応じ提出を求め

る場合がある。 

   

  ３．添付書類等の発行又は作成等の時期は、次の各号によることとする。 

(１) 戸籍抄本は、申請日以前３か月以内に発行されたものであること。 

(２) 運転記録証明書、無事故無違反証明書は、ヒアリング日以前１５日以内に発

行されたものであること。 

(３) 前各号以外の挙証資料は、申請日以前３か月以内又は申請日以降に発行、作

成されたものであること。 

ただし、在職証明書、自動車運転免許証、自己資金の確保に関する挙証資

料、営業所（住居）の確保に関する賃貸借契約書、自動車車庫の確保に関する

賃貸借契約書については、この限りでない。 

   

  ４．運輸開始届 

運輸開始届の様式 

別紙様式４のとおり 

 

 

Ⅱ．許可（「審査基準」Ⅱ．の場合） 

  １．許可申請書の様式及び添付書類等 

(１) 許可申請書の様式 

別紙様式１のとおり 

(２) 添付書類等 

Ⅰ.１．（２）①～③及び以下のとおりとする。 

① 運転経歴に関する挙証資料（ア又はイ） 

ア 個人タクシーの経験に関する挙証資料（申請日以前１年以内に、個人タ

クシー事業者であった期間がある場合に限る。） 

個人タクシー事業の経営許可書の写し、個人タクシー事業の譲渡譲受認

可書の写し、個人タクシー事業の許可等に付した期限の変更通知書の写し、

その他申請日以前１年以内に個人タクシーの経験を有していることを証明

できるもの 

イ 在職証明書（申請日以前１年以内に、一般旅客自動車運送事業自動車の

運転を専ら職業とした期間（他人に運転専従者として雇用されていた期間）



  

がある場合に限る。） 

在職証明書は、採用年月日等が明記されている雇用主（代表者）からの証

明書とする。（別紙様式２） 

② Ⅱ．２．に記載する挙証資料（①の提出をした者を除く。） 

③ 個人タクシー試験合格者証の写し（①の提出をした者を除く。） 

 

  ２．ヒアリングの際に持参すべき挙証資料（申請時に提出があったものを除く。） 

(１) Ⅰ.２．（１）・（２）・（４）～（１１）及び以下のとおりとする。 

(２) 運転経歴に関する挙証資料 

個人タクシー事業の経営許可書の写し、個人タクシー事業の譲渡譲受認可

書の写し、個人タクシー事業の許可等に付した期限の変更通知書の写し、そ

の他申請日以前に１年以上の個人タクシーの経験を有していることを証明で

きるもの（１．(２)①アで１年以上の個人タクシーの経験を有していること

を証明できるものの提出のあった者を除く。） 

(３) 管理運営体制に関する挙証資料 

① 申請日現在の年齢が７５歳未満の場合（ア又はイ） 

ア 申請する営業区域が属する県内に営業所を設置している法人タクシー事

業者（以下「連携事業者」という。）による運行管理を受ける体制の整備、

連携事業者との業務提携又は連絡体制の構築がなされていることを証する

書面 

イ 申請する営業区域が属する県内の個人タクシー事業者団体又は申請日以

前に所属していた個人タクシー事業者団体との連絡体制の構築がなされて

いることを証する書面 

② 申請日現在の年齢が７５歳以上の場合 

連携事業者による運行管理を受ける体制の整備がなされていることを証

する書面 

(４) 市町村の長が主宰する地域公共交通会議等の協議が調ったことの挙証資料 

 

  ３．添付書類等の発行又は作成等の時期は、Ⅰ.３．（１）・（２）及び次によること

とする。 

Ⅰ.３．（１）・（２）以外の挙証資料は、申請日以前３か月以内又は申請日以降

に発行、作成されたものであること。 

ただし、個人タクシーの経験に関する挙証資料、在職証明書、管理運営体制に

関する挙証資料、市町村の長が主宰する地域公共交通会議等の協議が調ったこ

との挙証資料、自動車運転免許証、自己資金の確保に関する挙証資料、営業所（住

居）の確保に関する賃貸借契約書、自動車車庫の確保に関する賃貸借契約書につ

いては、この限りでない。 

 



  

  ４．運輸開始届は、Ⅰ．４．によることとする。 

   

   

Ⅲ．譲渡譲受 

  １．譲渡譲受認可申請書の様式及び添付書類等 

(１) 譲渡譲受認可申請書の様式 

別紙様式５のとおり 

(２) 添付書類等（譲受人について） 

① 譲渡譲受契約書（写）  

② 戸籍抄本 

③ 自己資金の確保に関する挙証資料 

預貯金通帳、証券類、その他申請日時点において事業開始のための資金が

確実に自己資金により調達可能なことを証明できるもの 

なお、ヒアリングの際に申請日以降常時資金が確保されていることが証

明できる書面の提出を求める。 

④ Ⅲ．２．（１）～（９）・（１１）に記載する挙証資料（「個人タクシー事業の 

許可申請者及び譲渡譲受等の認可申請者に対する法令試験について」（平成 

１４年１月１８日付中運局公示第２４７号）（以下「試験公示」という。） 

Ⅲ．１．に規定する試験対象者（以下「申請後受験者」というを除く。） 

⑤ 個人タクシー試験合格者証の写し（申請後受験者を除く。） 

   

  ２．ヒアリングの際に持参すべき挙証資料（譲受人であって、申請時に提出があっ

たものを除く。） 

(１) 住民票 

(２) 自動車運転免許証 

(３) 運転経歴に関する挙証資料 

採用年月日等が明記されている雇用主（代表者）からの在職証明書（別紙様式

２） 

また、自動車運送事業用自動車以外の運転を職業とした期間のある者にあ

っては、在職中における厚生年金等の加入期間を証明するもの、当該雇用主

の事業概要が明らかとなる書面 

(４) 自己資金の確保に関する挙証資料 

預貯金通帳、証券類、その他事業開始のための資金が確実に自己資金によ

り調達可能なことを証明できるもの 

(５) 営業所（住居）の確保に関する挙証資料 

① 自己所有の場合は登記簿謄本、借入の場合は賃貸借契約書 

② 申請する営業所（住居）の玄関（１枚）及び側面（１枚）から撮影したもの

で、建物の状況（内部を含む。）が判明できる写真 



  

(６) 事業用自動車の確保に関する挙証資料 

自動車検査証の写し 

(７) 自動車車庫の確保に関する挙証資料 

① 自己所有の場合は登記簿謄本、借入の場合は賃貸借契約書（認可を前提とす

る仮契約書を含む。） 

② 申請する自動車車庫の位置を正面（１枚）及び側面（１枚）から撮影したも

ので、出入口及び隣接する当該自動車車庫以外の区域との区分が判明でき

る写真 

③ 前面道路が私道の場合にあっては、原則として当該私道の通行に係る使用

権原を有する者の通行承諾書 

 ただし、所有者不明等の事情により取得が困難といった事情がある場合 

は承諾書の取得に代えて、取得できない理由及び所有者の異議申立てがあ 

った場合については、新たな車庫を確保する旨を記載した書面の提出でも 

可能とする。 

なお、自動車車庫の出入口に変更がない場合には省略できるものとする。 

(８) 健康診断書   

公的医療機関等の医療提供施設において、胸部疾患、心臓疾患及び血圧等

について医師の診断を受けたことを証する書面及び営業の支障の有無に係る

医師の所見が記載されたもの（別紙様式３） 

(９) 運転に関する適性診断票等 

自動車事故対策機構等が発行する運転に関する適性診断票又は受診証明書 

(１０) 運転記録証明書等 

自動車安全運転センターが発行する運転記録証明書又は無事故無違反証明

書 

ただし、「審査基準」別表２の申請時の年齢がＡ．の場合は無事故無違反証

明書に限る 

(１１) その他、挙証資料については、公示したもの以外でも必要に応じ提出を求め

る場合がある。 

   

  ３．添付書類等の発行又は作成等の時期は、次の各号によることとする。 

(１) 戸籍抄本は、申請日以前３か月以内に発行されたものであること。 

(２) 運転記録証明書、無事故無違反証明書は、ヒアリング日以前１５日以内に発

行されたものであること。 

(３) 前各号以外の挙証資料は、申請日以前３か月以内又は申請日以降に発行、作

成されたものであること。 

ただし、在職証明書、自動車運転免許証、自己資金の確保に関する挙証資

料、営業所（住居）の確保に関する賃貸借契約書、自動車車庫の確保に関する

賃貸借契約書については、この限りでない。 



  

   

  ４．譲渡譲受終了届 

譲渡譲受終了届の様式 

別紙様式６のとおり 

   

   

Ⅳ．相続 

  １．相続による事業継続認可申請書の様式及び添付書類等 

(１) 相続による事業継続認可申請書の様式 

別紙様式７のとおり 

(２) 添付書類等 

① 申請者と被相続人との続柄を証する書類 

② 被相続人の戸籍謄本  

③ 相続人の同意書（ただし、申請者以外の相続人がある場合に限る。） 

④ 自己資金の確保に関する挙証資料 

預貯金通帳、証券類、その他申請日時点において事業開始のための資金が

確実に自己資金により調達可能なことを証明できるもの 

なお、ヒアリングの際に申請日以降常時資金が確保されていることが証

明できる書面の提出を求める。 

⑤ Ⅳ．２．（１）～（９）・（１１）に記載する挙証資料（申請後受験者を除く。） 

⑥ 個人タクシー試験合格者証の写し（申請後受験者を除く。） 

   

  ２．ヒアリングの際に持参すべき挙証資料（申請時に提出があったものを除く。） 

(１) 住民票 

(２) 自動車運転免許証 

(３) 運転経歴に関する挙証資料 

採用年月日等が明記されている雇用主（代表者）からの在職証明書（別紙様

式２） 

また、自動車運送事業用自動車以外の運転を職業とした期間のある者にあ

っては、在職中における厚生年金等の加入期間を証明するもの、当該雇用主

の事業概要が明らかとなる書面 

(４) 自己資金の確保に関する挙証資料 

預貯金通帳、証券類、その他事業開始のための資金が確実に自己資金によ

り調達可能なことを証明できるもの  

(５) 営業所（住居）の確保に関する挙証資料 

① 自己所有の場合は登記簿謄本、借入の場合は賃貸借契約書 

② 申請する営業所（住居）の玄関（１枚）及び側面（１枚）から撮影したもの

で、建物の状況（内部を含む。）が判明できる写真 



  

(６) 事業用自動車の確保に関する挙証資料 

自動車検査証の写し 

(７) 自動車車庫の確保に関する挙証資料 

① 自己所有の場合は登記簿謄本、借入の場合は賃貸借契約書（認可を前提とす

る仮契約書を含む。） 

② 申請する自動車車庫の位置を正面（１枚）及び側面（１枚）から撮影したも

ので、出入口及び隣接する当該自動車車庫以外の区域との区分が判明でき

る写真 

③ 前面道路が私道の場合にあっては、原則として当該私道の通行に係る使用

権原を有する者の通行承諾書 

ただし、所有者不明等の事情により取得が困難といった事情がある場合

は承諾書の取得に代えて、取得できない理由及び所有者の異議申立てがあ

った場合は、新たな車庫を確保する旨を記載した書面の提出でも可能とす

る。 

なお、自動車車庫の出入口に変更がない場合には省略できるものとする。 

(８) 健康診断書 

公的医療機関等の医療提供施設において、胸部疾患、心臓疾患及び血圧等

について医師の診断を受けたことを証する書面及び営業の支障の有無に係る

医師の所見が記載されたもの（別紙様式３） 

(９) 運転に関する適性診断票等 

自動車事故対策機構等が発行する運転に関する適性診断票又は受診証明書 

(１０) 運転記録証明書等 

自動車安全運転センターが発行する運転記録証明書又は無事故無違反証明

書 

ただし、「審査基準」別表２の申請時の年齢がＡ．の場合は無事故無違反証

明書に限る 

(１１) その他、挙証資料については、公示したもの以外でも必要に応じ提出を求め

る場合がある。 

   

  ３．添付書類等の発行又は作成等の時期は、次の各号によることとする。 

(１) 被相続人の戸籍謄本は、申請日以前３か月以内に発行されたものであること。 

(２) 運転記録証明書、無事故無違反証明書は、ヒアリング日以前１５日以内に発

行されたものであること。 

(３) 前各号以外の挙証資料は、申請日以前３か月以内又は申請日以降に発行、作

成されたものであること。 

ただし、在職証明書、自動車運転免許証、自己資金の確保に関する挙証資

料、営業所（住居）の確保に関する賃貸借契約書、自動車車庫の確保に関する

賃貸借契約書については、この限りでない。 



  

   

   

Ⅴ．死亡届 

死亡届の様式及び添付書類等 

(１) 死亡届の様式 

別紙様式８のとおり 

(２) 添付書類等 

死亡診断書 

   

  附 則（平成１４年１月１８日付中運局公示第２４６号） 

１．この公示は、平成１４年２月１日以降の申請及び届出から適用する。 

２．平成６年９月１日付中運局公示第９６号「１人１車制個人タクシーの免許申請書

の様式及び添付書類等について」は、平成１４年１月３１日をもって廃止する。 

 

 附 則（平成１５年９月３日付中運局公示第７７号） 

    この公示は、平成１５年１０月１日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

    ただし、平成１６年３月３１日までに受け付けたものは、従前のものでもよいも

のとする。 

     

 附 則（平成１７年４月２８日付中運局公示第１７号 一部改正） 

  この公示は、平成１７年４月２８日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

   ただし、この公示中、記１．については、平成１７年１０月１日以降に審査する

ものから適用する。 

 

 附 則（平成１７年１２月２１日付中運局公示第１２６号 一部改正） 

  この公示は、平成１８年１月１日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

 

 附 則（平成２４年２月１７日付中運局公示第１０５号 一部改正） 

  この公示は、平成２４年４月１日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

 

 附 則（平成２７年１月２９日付中運局公示第５３号 一部改正） 

  この公示は、平成２７年 １月２９日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

 

 附 則（平成２８年１２月２０日付中運局公示第９７号 一部改正） 

  この公示は、平成２８年１２月２０日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

 

 附 則（令和２年１２月２５日付中運局公示第５２号 一部改正） 

  この公示は、令和３年１月１日以降に申請を受け付けたものから適用する。 



  

 

 附 則（令和４年３月３１日付中運局公示第９３号 一部改正） 

  この公示は、令和４年４月１日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

 

 附 則（令和６年５月２７日付中運局公示第１０号 一部改正） 

  この公示は、令和６年５月２７日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

 

  附 則（令和８年２月１３日付中運局公示第１３１号 一部改正） 

  この公示は、令和８年２月１３日以降に申請を受け付けたものから適用する。 

 


